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日本型ニュースプラットフォームによる「ニュース支配」
─ヤフーニュースのメディア史分析から─

松村　菜摘子i

　ニュースプラットフォームをとおしてニュースを読むことは，今や主要なニュース消費の形態の一つで
ある。プラットフォームの台頭が日本のニュースメディア産業にもたらした構造的変容を明らかにするた
めに，「ヤフーニュース」を分析対象とし，2000年代以降の「ニュース」を取り巻く環境の生成過程に着目
し，ニュースの生産と流通に生じた変化を歴史的に検証した。ニュースプラットフォームの設計が，再編
集された短いタイトルやコメント機能などで人びとの「注目」を集めるよう設計され，ニュースの並列化
を促す効果を持つことを示した。こうした環境下で，プラットフォーム側がインターネットのニュース生
産・流通に関して優位を保つ理由として，以下の 3 つが挙げられる。第 1 に，ニュースの編集や価値付け
にプラットフォームが大きく影響を及ぼす環境を確立したことである。第 2 に，インターネット広告市場
の寡占と，それに伴うユーザーデータの寡占である。第 3 に，プラットフォームが持つ圧倒的な読者母数
が，競争の停滞を招いたことにより，ヤフーの優位を支えている。このメディア環境が，特定のプラット
フォームによるニュース支配を可能にしている。

キーワード：�ニュース，プラットフォーム，ジャーナリズム，ヤフーニュース，インターネット，メデ
ィア史，プラットフォーム論

はじめに

（1）．高まるプラットフォーム企業への批判
　プラットフォーム企業によるソーシャルメディア

やインターネットのサービスは，生活インフラの一

部となるほど浸透した。ここ数十年で急速に台頭し

たこれらの企業に対し，2010年代後半ごろから，そ

の信頼性や影響力に厳しい目が向けられるようにな

ってきている。Facebook 利用者の個人情報が，2016

年の米大統領選挙やイギリスの Brexit 投票の選挙

活 動 に 不 正 に 使 用 さ れ た 問 題 を 受 け，2018年

Facebook 創業者社長は米連邦議会で責任を問われ

た。2020年には Meta や Amazon らプラットフォー

ム企業の社会的責任が議会で議論となった。2023年，

Instagram が子どものメンタルヘルスに有害だとし

て，米42州が親会社の Meta を提訴した。また，欧

州議会では，2023年 7 月にネット上の有害・違法活

動や偽情報の拡散の防止を主な目的とした「デジタ

ルサービス法（DSA）」とプラットフォーム企業に

ゲートキーパーとしての責任を求める「デジタル市

場法（DMA）」を可決した。2020年代に入り，プラ

ットフォーム企業に対する批判の高まりに応えた法

制化が進んでいる。

　対して，日本の反応は鈍く，2020年代に入り，プ

ラットフォームの情報や広告独占の弊害の議論がよ
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うやく始まりつつある。公正取引委員会は，ニュー

スプラットフォームの優先的地位の乱用（2023年 9

月）や Google の広告技術独占（2024年 4 月）を指摘

した。他にも，詐欺広告への不十分な対応に対し提

訴が相次ぐなど（2024年 4 月），多くの問題が表面化

してきているが，具体的な対策や制度作りが十分に

進んでいるとは言い難い1）。対応の遅れが目立つ背

景には，プラットフォームのサービス浸透に反して，

プラットフォームが既存のメディアや社会に及ぼす

影響に対する詳細な観察や包括的議論の不足がある

のではないか。

　「ニュース」は，プラットフォームサービスの台頭

の中で，最も大きく構造転換を迫られた分野の 1 つ

である。これまでニュース生産を担っていたニュー

スメディアは，主に新聞やテレビなどのマスメディ

アであり，これらのメディアはニュースの生産（情

報収集，取材，制作など）を担うとともに，その発

信や流通も自ら担ってきた。新聞紙面上で，どの記

事を大きく扱い，いつ発信するのかを，新聞社自身

が決めることができ，それが各紙の特性を表しても

いた。だが，ヤフーニュースやグーグルニュースな

どのニュースプラットフォームを通じて人々がニュ

ースを見るようになると，これまで新聞やテレビな

どのマスメディアが担っていたニュースの価値付け

や配置といったゲートキーピングの役割は，プラッ

トフォームに取って変わられ得る。プラットフォー

ムサービスの拡大は，報道の世界に構造的な変化を

もたらしつつある。本研究は，プラットフォームの

なかでも，この「ニュースプラットフォーム」に注

目する。

（2）．アテンション・エコノミーの問題
　「プラットフォーム」が人びとの生活基盤となった

メディア環境は，メディアと私たちの関係をどのよ

うに変えたのか。インターネットの登場により，膨

大な情報へのアクセスがパソコン一つで可能となっ

た。動画視聴，ゲーム，ニュースチェック，メール

などによるコミュニケーション等，マルチタスクが

一つのスクリーン上で容易にできる。最近では，テ

レビで流れるドラマを見ながら，スマートフォン上

のソーシャルメディアで他人の口コミをチェックし，

その間にメッセージアプリに来た友達のメッセージ

に返信するといった，複数のデバイス・アプリを同

時に用いたマルチタスクをこなすことも珍しくない。

情報に迅速にアクセスでき，マルチタスクができる

環境は便利に違いない。ただ，複数の作業を，同時

にまたは短時間に処理することが求められるため，

より多くの注意を割く必要がある。果たして私たち

の身体は，この環境に対応可能なのだろうか。

　デザインを工夫し人々のアテンション（注意・注

目）を引く手法は，古くから広告デザイン，新聞の

見出し，テレビの演出など様々な場面で用いられて

きた。デジタル時代の「アテンション」を巡るテク

ノロジー変化は何が異なるのか。マルチタスクを可

能にしたデジタルテクノロジーは，情報が豊富であ

る一方で，人々の注意力を減退させる。人々は，過

剰な情報の中に埋め込まれ，注意力の消費を求めら

れ，持てる注意力を効率的に割り当てる必要に迫ら

れる。そして，人が払うことのできる「アテンショ

ン」には限界があり，注意力が「希少」であるだけ

でなく，ますます「劣化」していくと指摘される

（Carr, 2010; Terranova, 2012）。 テ ラ ノ ヴ ァ

（Terranova）は，脳科学や神経科学の知見を引用し，

アテンション・エコノミーは，逆に認知能力の負荷，

減退につながると述べる。インターネットは，私た

ちの注意を奪う中断のシステムであり，複数のタス

クを同時に行うことができる性質上，違うタスクに

切り替える際に，脳科学で言うスイッチコストを増

幅させ，精神的リソースを多く支払う状況を引きお

こし，認知負荷が大幅に増加し，思考を妨げる。

　「アテンション」のテクノロジー変化は，「アテン

ションの抽象的な性質と，デジタルメディアの『ア

テンションの集合体』により測定が自動化された形

式を可能にするという事実によって，市場化と金融

化への道を開いた」（Terranova, 2012: 2-3）。つまり，

デジタル化の生み出した「自動化された形式」によ

り，どれだけ「注意・注目」を集めることができた
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かは自動的に数値化されるようになった。多くのプ

ラットフォームサービスでは，この自動化・数値化

がシステムとして既に組み込まれている。動画共有

サイトの再生回数表示や，記事の閲覧数計算に基づ

いたランキングなどがそれにあたる。ニュース集約

サイトやソーシャルメディアなど多くのプラットフ

ォームサービスは，サイトやアプリ上に広告が掲載

され，その広告収入によって成り立っているため，い

かに「アテンション」を集めるかが，インターネッ

ト上のサービスを成功させる重要な要素となる。利

用者の「注意」を引くことが広告収益に直結する構

造上，プラットフォーム事業に参加する事業者や投

稿者にも「アテンション」を集めることを強いる。例

えば，YouTube の投稿者はデザインや編集の工夫に

よって，場合によっては，デマの拡散や攻撃的な投

稿によって，「注意」を集め，再生回数を稼ごうとす

る。

　このように表面的なデザインだけでなく，情報の

表出の仕組みやその数値化といった構造にまで「ア

テンション」を求めるデザイン・設計が組み込まれ

るようになり，「アテンション」の数値化・自動化は

ますます「アテンション」を求める市場化，金融化

を加速させ，「アテンション」を求める果てない競争

が続く環境を生み出している。

（3）．先行研究の整理と現状の課題
　2010年代ごろになされたこのアテンション・エコ

ノミーの指摘は，日本の現状を説明するのにも有効

ではあるが，概説の域を出ない。「ニュースプラット

フォーム」においてどのように機能しているのか，ま

たどのようなメディア環境を作り出し，どのような

課題を抱えているのか，という具体的な問いに十分

に応えているとはいえない。

　ジャーナリズム研究は，インターネットが登場し

た1990年代後半からソーシャルメディアが普及する

2010年代にかけて，ジャーナリストが新たなメディ

アやテクノロジーをどのように受け入れ，それまで

の専門職や報道機関にどのように影響を与え，仕事

の方法や読者という概念を変えてきたのかについて

分 析 し て き た（Boczkowski, 2004; Singer, 2005; 

Westlund, 2013; Chadha and Wells, 2016）。これらの

研究は，ジャーナリストやニュースメディア自身が

使用するテクノロジーをどのように形作るか，具体

的にどのように使用し，どのように適応したかにつ

いて注力してきた。しかし，ニュースメディアが，自

分たちを取り巻く環境のより広範で継続的な変容に，

どのように適応していくのかについては十分に言及

し て こ な か っ た（Nielsen and Ganter, 2018: 

1604-1605）。

　一方，プラットフォーム研究は，ゲーム機のプラ

ットフォーム化，YouTube などの動画共有プラット

フォーム，ソーシャルメディアがコミュニケーショ

ンに与える影響など，デジタルの技術の依存，デジ

タル技術のアフォーダンス（プラットフォームの設

計）が，どのように影響するかを問題にしてきた

（Montfort and Bogost, 2009; Gillespie, 2010; Van 

Dijck, 2013）。そして，プラットフォームに依存した

環境で，文化生産がどのように変化しうるかは，プ

ラットフォーム研究においてもまだ十分に掘り下げ

られていない分野であり（Nieborg and Poell, 2018），

ニュースプラットフォームに関する研究もその一部

である。

　顕在化するプラットフォームの問題にアプローチ

する英語圏のプラットフォーム研究では，幅広い視

点で議論されており，学際的な広がりを見せる。そ

の知見を把握することは日本のプラットフォーム研

究を進めていくためにも非常に有益である。だが，プ

ラットフォームサービスの寡占状況や法制度を含め

たメディア環境は社会によって異なる。日本のプラ

ットフォームの現状や課題を扱うのであれば，日本

における独自の条件や環境を把握した上で，プラッ

トフォーム研究を展開していく必要がある。

　日本のジャーナリズム研究では，フェイクニュー

スの問題など，ソーシャルメディアの影響によって

現れたジャーナリズムを巡る新たな問題を扱ってい

る（藤代，2019a; 藤代，2019b; 耳塚2019）。石堂

（2020）はヤフーニュースの主要記事に掲載されてい
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る新聞や通信社の記事の傾向を分析し，速報記事が

多く掲載される一方で，詳報記事が掲載されにくい

傾向を明らかにし，ヤフーニュースから情報を得る

読者が速報に多く接し，詳報に接しにくい状況にあ

ることを指摘する。石堂の指摘は重要ではあるが，双

方の運営方針や収益構造を考慮して分析されないこ

とで，表面的な状況説明に留まる。

1 ．本研究の目的と方法

　前章で指摘したように，日本のジャーナリズム研

究は，ネットニュースが普及したことによる，フェ

イクニュースなどの新たな変化や報道への部分的な

影響については論じているが，プラットフォームが

支配的になったことでジャーナリズムを巡る環境が

どのように根本的に変化したのかについて，十分に

踏み込んでいない。ジャーナリズム研究は，プラッ

トフォーム上に表出する問題に注目してきたが，こ

うした問題を生み出すメディア環境や，構造的な変

化の把握が置き去りにされている。英米圏のジャー

ナリズム研究の課題で指摘されるのと同様に，個別

のメディア技術に対する対応や表面化した課題の対

応に終始したことで，広範で継続的な環境の変容を

捉え損なっているのではないか。新聞やニュースサ

イトにどの記事が主要に掲載されるかどうかの分析

は，状況観察の結果としては重要な資料となるが，な

ぜそのような状況にあるのかの問いに答えない。ア

テンション・エコノミーによる概論的説明を乗り越

え，日本のメディア環境，またニュースの生産や流

通において，どのような課題や困難を引き起こして

いるのかを論じるために，ニュースプラットフォー

ムの台頭がもたらしたニュースの生産と消費を巡る

構造的変化を明らかにする必要がある。

　インターネットでニュースを読むことは，既にニ

ュース消費の主要なあり方の一つである。特に，ニ

ュースアプリやニュースサイトと呼ばれる多くのニ

ュースメディアの記事を集約したニュースプラット

フォームを通して，ニュースは読まれている。総務

省の「メディア利用調査」（2022）によれば，新聞，

雑誌，テレビのニュースメディアとして影響度は弱

まり，第 1 位だったテレビにインターネットが迫

る2）。新聞や放送などの多くのニュースメディアは

ネット上に記事を配信しており，これらの記事は，多

くの利用者を持つプラットフォームに載ることで，

より多くの読者に読まれる機会を得ている。

　日本のニュースプラットフォームのなかで最も利

用されているのは，ニュースサイト・ニュースアプ

リ利用に関する複数の調査でトップを占めるYahoo! 

JAPAN（以下，ヤフー）が運営する「Yahoo! ニュー

ス（以下，ヤフーニュース）」だといえる3）。検索エ

ンジンは Google が圧倒的に強いが，ニュースサイト

ではヤフーの寡占が強い。

　これまでメディア史研究は，技術変化がジャーナ

リズムにもたらす関係について扱ってきた。しかし，

インターネット以降のメディア技術について，こう

した観点での研究はいまだ限定的である。本研究は，

2000年代から2010年代にかけての「ヤフーニュース」

を分析対象とし，日本のニュースプラットフォーム

が「ニュース」にもたらした構造的変化を歴史的に

明らかにすることを目的とする。プラットフォーム

をとおしたニュース消費が主要な選択肢である今，

ニュースメディアに対する構造的優位性や権力性を

含め，ニュースプラットフォームの台頭がメディア

産業にもたらした変化を明らかにし，「ニュース」を

巡る環境がいかに変化し，それによりどのような変

化がもたらされたのかを検証する。

　インターネット以降を対象にしたメディア史研究

は，資料が非常に散逸しがちな状況にある。一つは，

多くの情報がインターネット上にあり，まとまって

保存管理されておらず，使用されないサイトは消滅

していく点である。もう一つは，業界としての歴史

資料が寡少な点である。インターネット企業には，こ

れまでの大手メディア企業が行ってきたような社史

編纂などの慣習はなく，新聞や放送業界が発行する

業界誌も存在せず，出版資料は非常に乏しい。本研

究は，新聞記事や当時の IT に関する資料，既存メ
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ディア企業の見方として，業界誌である『新聞研究』

『Journalism』など参照する一方で，個別サイトやブ

ログ記事，インターネット初期から存在しアーカイ

ブが残るニュースサイトの情報などを参照して分析

を行った4）。

2 ．「ヤフーニュース」誕生と日本市場寡占の歴史

　1990年代後半から2000年代にかけ，グーグルニュ

ースだけでなく，ライブドアニュース，Nifty ニュー

ス，MSN ニュースなど，有力な大手ニュースサイト

はいくつもあった。その競合のなかで，ヤフーニュ

ースがいかにして優位を確立したのか。当時の運営

関係者により断片的には語られるものの，体系的な

整理は行われておらず，まずこの整理から行いたい。

2 - 1 ．2000年代　ニュース支配を可能にした強さ
（1）．ヤフーの躍進と長期のトップ独占
　米ヤフーとソフトバンクは，合弁で株式会社を立

ち 上 げ，1996年 4 月 に ポ ー タ ル サ イ ト「Yahoo! 

JAPAN」を開設，同年 7 月には「Yahoo! ニュース」

サービスを開始し，ニュース集約を扱う国内の商業

サービスでは先駆者となった。ヤフーの一日の PV

（ページビュー）達成で見ると，サービス開始同年の

1996年には，一日100万 PV を超え，1998年には1,000

万，2000年には 1 億，2004年には10億 PV を達成し，

巨大ポータルサイトに成長した5）。2006年 2 月のヤ

フーの月間 PV 数は201億，UU（ユニークユーザー）

数3,417万と， 2 位だった楽天の PV 数37億，UU 数

2,367万を大きく引き離し，2000年代には圧倒的な首

位となっている。ポータルサイトのシェア率と連動

し，ヤフーニュースの存在感も高まっていく。ヤフ

ーニュースの月間 PV は45億，UU6,970万人（2009

年10月）となり，ヤフー全体の PV 数の約 1 割を占

めた6）。サイトトップにヤフーニュースが掲載され

ていることからも，「ニュース」が重要な位置を占め

ていたことがわかる。

　ヤフーのポータルサイトは2010年代までトップを

維持し続ける。例えば，家庭用 PC のアクセスから

見るサイトの利用率ランキングで，2000年から2013

年までの間ヤフーは常に 1 位を維持している7）。検

索エンジンについては，アメリカでは，2006年

Google のトップで大勢が決まり，2008年の検索エン

ジン利用者数のランキングでも，欧米諸国（アメリ

カ，イギリス，フランス，ドイツ，イタリア，スペ

イン，オーストラリア）では Google が 1 位に立つの

に対し，日本だけは，まだヤフーがトップを維持し

ていた8）。2010年代も PC サイト利用は，依然ヤフ

ーがトップを維持し，スマートフォンのアプリ利用

時間（2020年）でも LINE に続いて 2 位。デジタル

媒体の全てのコンテンツを，PC，モバイル，タブレ

ット，および OTT などの全てのデバイスを横断し

て計測したデジタルコンテンツ視聴率（2020年）で

も Google を抑えて 1 位であった。その後，検索エン

ジンは日本でも Google が一強となるが，総合情報サ

イトやニュースサイトの分野では，ヤフー一強が続

くこととなった9）。

（2）．ネット接続の「入口」を制したヤフー
　ヤフーが長期的に優位な地位を維持した要因とし

て，親会社であるソフトバンクの事業拡大や戦略も

見過ごせない。ソフトバンクは，ヤフーのポータル

サイト運営だけでなく，プロバイダー事業として，ヤ

フー BB を2001年から開始し，携帯電話事業として

ボーダフォンを買収し，2006年からソフトバンクモ

バイルを開始している。

　ソフトバンクは2003年にヤフー BB の大型キャン

ペーンを実施し，駅前などで，ネット接続に必要な

機器であるモデムを大量に無料配布し，契約者増加

を狙った。本人確認もなくモデムが配布される，強

引にモデムを配布しているなど，バラマキ的手法が

問題になり，この年のソフトバンクの赤字の要因と

もなった10）。だが，この大規模キャンペーンの効果

もあり， 1 年間で約200万件の新規回線を開通させ，

2003年末には，369万件に達した。こうした ADSL

回線契約者の増加は，ヤフーのポータルサイトへの

流入も促した。ヤフー BB の接続を行うためにはヤ
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フー ID を取得する必要があり，ヤフーメールアド

レ ス が 発 行 さ れ， 初 期 設 定 の ホ ー ム ペ ー ジ は

「Yahoo!Japan」 の ポ ー タ ル サ イ ト に な る11）。

「Yahoo!ID を持っている人は，持っていない人の約

4 倍（ページビュー比）Yahoo! コンテンツを見てい

る」と当時のヤフーのマーケティング部の責任者が

語るように，ヤフー BB の契約とともに増えるヤフ

ー ID やメールサービスの利用者増加は，ヤフーの

ポータルサイトの広告収入やコンテンツ収入にもプ

ラスの効果をもたらした12）。ヤフー ID を使用する

利用者を増やし，同時に彼らの個人情報データは次

のビジネスや広告への資産となり，さらに，ヤフー

のサイトやサービスを使うことも促す。ヤフーのト

ップサイトにはヤフーニュースが掲載されており，

当然，ヤフーニュースへの流入も見込める。

　このように，プロバイダー加入，ヤフーの個別サ

ービスの充実と会員数の伸びによって，インターネ

ット利用の初期参入が多かった2000年代前半に多く

のシェアを確保したことがヤフーの強みとなり，プ

ラットフォームサービスの多角化と個人情報の寡占

に成功した。こうしたヤフー自体の躍進が，ヤフー

ニュースのトップ維持を形成する大きな要素となっ

たと言えよう。2007年には，トップサイトの右側だ

ったヤフーニュースの位置は，中央に移り，ヤフー

サイト上でより重要な存在となっていく。

2 - 2 ．�2000年代　巨大ネットワークによるニュー
ス支配の始まり

（1）．巨大アドネットワークの誕生
　プラットフォーム企業が他の企業に影響力を拡大

できた要因の一つにアドネットワークの誕生とその

拡張が挙げられる。インターネット広告において，利

用者の様々な個人情報を収集することは，利用者の

好みや動向に合致した広告を出すのに役立つ。また，

この情報自体がさまざまなサービスや商品のニーズ

を知る貴重なデータともなる。サイトを訪れた利用

者の属性情報や位置情報，行動履歴など様々なデー

タ化・数値化が可能になり，それに対応した広告を

出す技術（ターゲティング広告など）が発達するに

連れ，広く多くのサイトにまたがってそれらの情報

を収集・共有するアドネットワークの仕組みも発達

してきた。一つのサイトであれば，得られるデータ

はそのサイト内の閲覧や広告クリックなどのデータ

に限られるが，それが多数のサイトに渡ればその効

果は倍増する。例えば，ある利用者がどのようなサ

イトを訪れ，そこでどのような広告見て，その後検

索エンジンで何を検索し，検索結果からどのような

サイトを訪れたかという，複数のサイトを経由する

行動がデータ化できれば，利用者の広告閲覧や購買

行動に至るまで，マーケティングにとって有力なデ

ータとなる。このいくつものサイトに連なる利用者

の行動を取得し，広告として活用するために作られ

たのがアドネットワークである。ターゲティング広

告などに使える，より精度の高い情報が手に入り，広

告を出せることは，サイト運営者にとっても広告主

にとってもメリットがある。アドネットワークを運

営する事業者が，広告の入稿・出稿の様々なやり取

りを一元化することも，広告主・サイト運営者にと

って管理が簡単になる点でメリットであった。

　アメリカでは，2008年のリーマンショックの影響

で，新聞社は広告収入が大きく落ち込み，ネット企

業も影響を受けた。ただ，この時期に「グーグル，ヤ

フー，マイクロソフト，AOL などの大手ネット企業

は，多くの広告掲載サイトを仲間に加えた巨大アド

ネットワークを着々と増築」した（田中．2009: 

50-51）。これらの巨大アドネットワークはアメリカ

のインターネット人口の 8 割以上をカバーし，2000

年代後半には「この膨大な利用者を対象にネット上

での行動履歴をデータベース化し，それを活用した

効果的なターゲティング広告を打てるようになって

きて」いた（田中．2009: 50-51）。時期を同じくして

日本でもプラットフォーム企業によってアドネット

ワークが拡大する。一つは，Google が開発した新た

な広告システム（アドワーズやコンテンツターゲッ

ト広告）によるアドネットワーク。もう一つはヤフ

ーによるアドネットワーク構築である。ヤフーは
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Overture が開発した検索キーワードに連動する広

告サービスと提携し（ヤフーのほか MSN，infoseek

などの当時の主要検索サイト），アドネットワーク拡

張を図った。

　2006年，ヤフーは行動ターゲティング広告を開始

し，ヤフーのオープン化戦略の一環として，2007年

4 月からアドネットワークを通じ，パートナーメデ

ィアへの行動ターゲティング広告の配信を拡大，パ

ートナーメディアとの共同商品開発にも取り組ん

だ13）。こうして，ヤフーニュースに情報を提供する

新聞社などのニュースサイトにネット広告を配り，

広告料金も配分し始めた。「ヤフーが一括して広告主

の窓口になり，ヤフーニュースへの情報提供企業の

サイトに広告を配信」し，「提供企業はサイトに広告

の掲載個所を確保しておき，ヤフーから手数料を差

し引いた広告料を受け取る」という仕組みだ14）。読

売新聞社や時事通信社などメディア企業21社がこの

新たな仕組みを採用した。また，ヤフーのアドネッ

トワークのパートナーサイトに「mainichi.jp」（毎日

新聞社），「イザ！」（産経デジタル），「ゴルフダイジ

ェスト・オンライン」，「レスポンス」など 9 媒体が，

2007年10月より新たに参加した15）。こうしてヤフー

は，2007年の時点で，のべ400社，2,000件以上の実

績を持ち，大手メディア企業を巻き込んだアドネッ

トワークの構築に成功した16）。佐々木（2016）は，

日々数千万のアクセス誇るヤフー自体が，サイト内

での利用者の行動に関する巨大なデータをすでに持

っており，アドネットワークの構築によりヤフーに

アクセスする前後の閲覧データを取得できれば，よ

り効果の高い広告商品を開発可能だと指摘している。

このように，多くの人々が使う検索エンジンやポー

タルサイトは元々巨大なユーザーデータを持ってお

り，アドネットワーク化が進むことによって，より

広範囲で巨大なデータを手に入れたといえる。

　こうした状況下で，新聞社などの既存メディアも，

ヤフーや Google に対抗しようと，提携したアドネッ

トワークをいくつか立ち上げた。2009年 2 月に発表

された「ビジネスプレミアムネットワーク（BPN）」

構想は，朝日新聞やロイター，時事ドットコムなど

の 8 社が提携して，運営管理するアドネットワーク

を構築するというものだった。小学館や日経 BP 社

など出版社とカフェグローブ・ドット・コム，フジ

テレビやベネッセなどの約30サイトを結んだ「Glam

日本語版」（女性に特化したアドネットワーク化）も

登場した。ただ，「実際，新聞社のニュースサイトの

多くはヤフーかグーグルのどちらか，あるいは双方

のアドネットワークに加入している。行動ターゲテ

ィング技術では新聞社の出る幕はない」状況であり，

新聞社側は技術的にも独自のアドネットワークやア

ドシステムを作ることはできなかった（遠藤，

2009: 26）。既存のニュースメディアは，利用者の情

報を大量に保有するターゲティング広告が主流にな

ってきたことで，技術だけでなく「情報」を持たな

い脆弱さを抱えるに至った。

（2）．グーグルニュースとヤフーニュースの違い
　グーグルニュースとヤフーニュースの大きな違い

は，サイトに広告が掲載されるか否かである。多く

の記事が一つのサイトに集約・配置される点は同じ

だが，グーグルニュースは，個別のニュースをクリ

ックすると，記事の配信元のニュースメディアサイ

トに飛び，そこで記事を読む。記事によっては有料

会員でなければ全文読めない記事もある。Google は，

ニュースサービスを公益還元の事業と位置付け，利

益化していないことから，記事の配信元であるニュ

ースメディアに利用料は支払っていない17）。

　一方，ヤフーニュースは，サイト上で記事が展開

され，そこに広告が掲載され収益化される仕組みだ。

そのため，ヤフーニュースに掲載される記事は全文

無料で読めるが，記事は，配信元のニュースメディ

アサイトにはリンクされていない。読者は，ニュー

ス発信の元サイトにはアクセスせず，ヤフーニュー

ス上で記事を読むことができる。利用者にとって，一

つのサイト上で，無料で閲覧できる設計は便利であ

る一方で，記事の発信元であるニュースサイトアク

セスには結び付きにくい。こうして，ますますヤフ

ーニュースが強くなり，相対的に既存のニュースメ
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ディアのニュースサイトはますます弱くなる。

　ロイタージャーナリズム研究所 Digital News Re-

port（2021）によれば，アメリカのニュースサイト

のランキングが，CNN（18%），Yahoo!News（16%），

NYTimes（15％）と，プラットフォームと既存のニ

ュースメディアがさほど差がなくシェアを分け合う

のに対し，日本は，ヤフーニュースが54％を占める

という圧倒的な結果で，シェア10％を超えるのは

NHK ニュースオンライン（12％）と日本テレビニ

ュースオンライン（10％）のみである18）。これは，

日本でグーグルニュースでなくヤフーニュースが強

いことが一因となっていよう。ヤフーニュースは，半

数以上を占める寡占で大量の広告利益を得ることが

でき，その微々たる利益が発信元のニュースメディ

アに配分される19）。

　ヤフーニュース依存が高い日本では，ニュースメ

ディアの自社サイトではなく，業界内で優位的なニ

ュースプラットフォームであるヤフーに多くの利用

者と広告利益が集まり，そこから支払われる利用料

からネット記事の収益の多くを得る結果となる。

2023年に公正取引委員会が指摘したように，契約や

利用料に関してニュースプラットフォームが「優先

的な地位」を得る現状となっている。また，ニュー

スプラットフォームや巨大検索エンジンがアドネッ

トワークを握っていることは，収益だけではなく，情

報も取れないという面でもデメリットが大きい。ニ

ュースメディアが発信した記事がどのような読者層

にどの程度読まれているのか，どのようなニュース

と関連して読まれているのか，というニュースの生

産や発信の重要な判断材料になりうる情報も，プラ

ットフォーム企業に握られていることになる。

2 - 3 ．2010年代　モバイル化でも続く一強
　2010年代に入り，スマートフォンの利用が普及す

ると，スマートニュースや Newspicks などのニュー

スアプリの台頭も起こる。新たなメディアや競合企

業の台頭がありながら，なぜヤフーニュースはトッ

プを維持し続けたのか。その背景を考えるために，ソ

フトバンクのモバイル進出を見る必要がある。

　ヤフーニュースの当時の本部長は，ヤフーニュー

スが100億 PV を超えた背景に，スマートフォンの影

響力の大きさを語っている。2000年代後半から2010

年代にかけて，スマホで好調なソフトバンクサービ

スの中に，ヤフーへの誘導を促すオプションや販促

が盛り込まれたことも，ヤフーニュースのアクセス

数増加を後押ししたといえるだろう。ボーダフォン

を買収し，2006年から携帯事業に参入したソフトバ

ンクは，2006年に16.3% だったシェアを，2013年に

は22.7％にまで拡大させた20）。2014年には，業界シ

ェア 4 位だったイー・アクセスを買収し，ワイモバ

イルとする。ワイモバイルとソフトバンクを合わせ

たシェアで28.9％となり，ドコモに続く業界第 2 位

を占めた。2013年には「スマートフォン（スマホ）

に強いソフトバンクから役員を迎え，営業力の強化

に取り組むため」に，取締役の過半数をソフトバン

ク出身者が占める人事改革を行った。また，ソフト

バンクモバイルをとおしたヤフーサービスの販促キ

ャンペーンを行い，ヤフー会員を増加させた21）。ソ

フトバンクモバイルは，専用ボタン一つでヤフーサ

イトにアクセスできる「Yahoo! ケータイ」やヤフー

の検索やニュースに素早くアクセスできるアプリが

ホーム画面に，設定される「Yahoo!Phone」など，ヤ

フーに特化したケータイ・スマホを販売していた。

PC サイトだけでなく，携帯・スマートフォンから

もヤフーサイトにアクセスする環境が整っていた。

こうしたモバイル・スマートフォン事業の影響もあ

り，ヤフーニュースは，パーソナライズ化されたニ

ュースアプリの台頭にも負けず，トップを維持し続

けた。2020年のヤフーニュースの月間 PV は225億

PV に上り，月間アクティブユーザー数は，スマー

トニュースが約2,100万人なのに対し，ヤフーニュー

スは約6,700万人と，約 3 倍にも上る22）。

　通信市場でのソフトバンクの躍進，ソフトバンク

のモバイル市場への参入とヤフーサイトの紐づけな

どが複合的な要素となり，総合ポータルサイトとし

てヤフーが 1 位であり続け，これはヤフーニュース
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の一強を支えた。また，2000年代から2010年代にか

けてのニュースサイトのアドネットワークを，新聞

社などの既存の大手メディアではなく，ヤフーやグ

ーグルなどのネット企業が独占したことも，インタ

ーネット上におけるニュース配信の主導権を，既存

メディアではなくプラットフォーム企業が握ること

に繋がったといえる。

3 ．プラットフォーム設計で築いた市場と権威

3 - 1 ．「注目」を志向するヤフーニュースの設計
　ヤフーニュースは，ニュースのページに掲載され

る広告を主な収入源としている。では，ヤフーニュ

ースはどのようにデザインされ，そこには「アテン

ション」を稼ぐ「工夫」はなされているのか。米ヤ

フーと Google は，サイトのデザインや設計において

大きな違いがあると言われてきた。Google はアルゴ

リズムによって算出された検索結果を重視するのに

対し，米ヤフーは検索結果に「人間」が関わること

を重視してきた。この特性は日本法人のヤフーにも

受け継がれ，ヤフーニュースの編集方針にも表れて

いる。ヤフーニュース編集部は，初期からマスメデ

ィアでニュース編集の経験がある者を招き入れ，編

集部が主要記事をピックアップする方式をとってお

り，「人」が編集してトップニュースやタイトルを決

める重要性を強調する。

　ヤフーニュース編集部が，人の視点を重視した編

集方針を強調する一方で，ヤフーニュースのサービ

スやデザインに「アテンション」を促し，利益へと

変えていく仕組みは巧みに埋め込まれている。まず

特徴的なのは，トップサイトである。トップサイト

には，「 8 つのニュース」が選抜されて掲載されおり，

ヤフーニューストピックス（略してヤフトピ）と呼

ばれる。「なるべく多くの読者の関心がひけるよう，

トピックスは，政治や経済はもちろん，スポーツや

芸能なども含めて硬軟織り交ぜた話題をピックアッ

プして」（奥村，2010: 99）きたという。さらに，ヤ

フトピに載るニュースタイトルは「13文字に編集」

されている点が特徴である23）。元々総合ポータルサ

イトとしてスタートしたヤフーサイトで，ニュース

は右側に位置しており（図 1 を参照），限られたスペ

ースで記事を表示する必要があった。さらに，この

幅に収まり，かつニュース内容が一目でわかるよう

に，記事を作成したニュースメディアが決めた記事

タイトルを13文字に短く編集して掲載している。ヤ

フートピックス編集長を務めていた奥村倫弘は，13

文字は，「目を動かさず読めるというメリット」から

採用され，トピックスのタイトルは，「読者の気を引

く言葉を盛り込むのではなく，事実を伝える言葉を

盛り込むのが重要であり」，過去のトピックスを見返

しても「見出しを眺めているだけで，確かにクリッ

クしたくなる見出しが目につきます」と自賛してい

る（奥村，2010: 70-77）。事実を伝える重要性を強調

しながらも，「一目で」内容がわかるよう再編集され，

かつクリックしたくなるようなタイトルが評価され

る。まさに「アテンション」集める工夫がなされて

いる。

　主な収入を，ニュースとともに掲載される広告費

から得ている以上，ヤフーニュースにとって，読者

に記事をクリックしてもらうことは避けられない命

題であろう。当然，多くクリックされる記事の重要

度も増す。トピックスの記事を選ぶ際にアクセス数

日本型ニュースプラットフォームによる「ニュース支配」（松村菜摘子）
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は参考にするが，ヤフーニュース編集部側は，ニュ

ースの公共性も考慮しつつ記事のバランスを考えて

おり，アクセス数だけを基準に選んでいるわけでは

ないと強調する。ただ，記事のアクセス数は初期の

ころから24時間体制で監視されおり，アクセス監視

ツールは編集部内で「御神託」と呼ばれていたとい

う（奥村，2010: 108-109）。PC サイトでは，少なく

とも2007年からヤフーニューストップの右側に，PV

数やコメント数によるランキングが掲載されている。

注目度を基準にした記事掲載も設計に組み込まれて

いる。デジタル化により容易に数値化・自動化が可

能となった環境では，いくら人の目で公共性を持っ

た視点でニュースを選んでいても，記事のアクセス

数という「御神託」を無視することは難しい。

3 - 2 ．ヤフーコメント欄の影響力と高まる批判
　もう一つヤフーニュースに特徴的なのは，コメン

ト欄である。読者は，掲載された記事に対して意見

を書き込むことができる。ヤフーニュースは，2007

年に「ユーザーが他者の意見や考えに触れることで，

自分の考えを改めて整理したり，ニュースをより深

く多角的に理解したりするきっかけ」として，コメ

ント欄を設置した。木村（2018）が行ったニュース

接触に関する調査では，ヤフーニュースのコメント

欄閲覧は 4 割を超える（48）。

　2010年代後半以降，ヤフーニュースは，コメント

欄にまつわる誹謗中傷に対し強い批判を受け，対応

を迫られる。特に象徴的だったのは，皇室を巡る報

道だ。2017年に眞子内親王の婚約相手が報道され，婚

約相手やその家族の事情がスキャンダルとして報道

され続けた。ヤフーニュースに掲載された記事に多

くのコメントが付き，その中には誹謗中傷と見られ

るものも多かった。コメント欄の書き込みに必要な

ヤフー ID は，簡単に複数取得が可能で，個人で大

量のコメントを書き込め，一つのアカウントが凍結

されても別のアカウントで書き込めた。このため，誹

謗中傷を繰り返す悪質アカウントが減りにくい状況

にあった。皇室問題で批判が起きる前から，コメン

ト欄が「ネットレイシズムの温床」となっていると

いう指摘もあった24）。コメント機能がもたらす弊害

に批判が集まり，2021年には，「眞子様」の結婚を巡

る複数記事で「ヤフコメ」が非表示となった。ヤフ

ーニュースの対応不足がこうした状況を招いたとみ

て，総務省は改善を求めた。ヤフーは，誹謗中傷な

どの対策として，ヤフー ID で書き込む際に電話番

号登録を必須とすることや，アルゴリズムで多様な

意見を掲載するといった細かなルールや表示設定の

変更で対応した。ただ，度々批判を受けながらもコ

メント欄を閉じる選択はしなかった。

　頑なに廃止しない背景を理解するには，コメント

欄がもたらす効果を考える必要がある。一つは，コ

メント欄自体が人々を引き付けるコンテンツとなっ

ていることである。モバイルやアプリのトップサイ

トでは，ヤフトピであるトップニュースの下にコメ

ント数が表示され，1,500を超えると赤く表示される。

また，個別のコメントに「共感した」や「なるほど」

とった反応を示す機能があり，コメントへの反応が

数値化されている。基本的には，多くの「共感」を

集めたコメントが優先して表示される仕様だ。こう

した数値化と視覚効果によって人々を引き付ける設

計がなされており，この設計は，コメント欄の「炎

上」や誹謗中傷の増加を促す一因といえよう。2022

年度のヤフーニュースコメント欄の投稿数は約 1 億

1,950万件で，ヤフーニュースのコメント欄はニュー

スに対して大量の言説が集まる場である。大きく話

題を集め，批判を浴びるような内容のニュースであ

ればあるほど，投稿されたコメント欄に反対や賛同

の意見が交わされ，コメント欄そのものが盛り上が

る。週刊誌が，コメント欄で起きた批判自体を「炎

上」や「大荒れ」と煽り，「世間の意見」として記事

化しており，よりコメント欄の重要度を高める役割

を果たしている。ニュースと合わせてコメント欄を

読むこと自体が，ニュース消費のコンテンツの一つ

となっているのだ。

　もう一つは，コメント欄がもたらす収益である。ヤ

フーニュースの記事につくコメント欄の PV も収入
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に加算される25）。「ヤフコメはヤフーニュース全体

の PV の 1 割から 2 割は占めて」いる，「ヤフーニュ

ースの PV のうち， 1 ～ 2 割はコメント欄が稼いで

いる。コメント欄を問題視している人は社内でもた

くさんいるが，PV が減るから閉鎖できない」とい

った指摘もある26）。ヤフーは，コメント欄設置は

PV を増やすためではないと否定するが，コメント

欄でどの程度の PV や収益が出ているかは公表して

いない。

　サイトの設計は，ヤフーニュースに注目を集め，よ

りヤフーニュース自身を優位にすることに貢献して

きた。ヤフトピやコメント欄の設計など，「アテンシ

ョン」を維持するアーキテクチャが組み込まれてい

る。「アテンション」を集めることが収益につながる

だけでなく，多くのアクセス数を集めるサイトであ

ることがヤフーニュースの優位を支え続ける。第 2

章で見たように，ネット上の広告ネットワークを，ヤ

フーやグーグルなどの一部のプラットフォーム企業

が独占することで，利用者の個人情報やネット上で

の行動に関する情報も独占してきた。ニュースがそ

うしたネットワーク基盤上で配信・運営されていく

ことにより，ニュースの価値基準も，サイトの PV

数を基準とし，より多くの「アテンション」を集め

ることが是とされる収益構造から逃れられなくなっ

ている。

3 - 3 ．ヤフトピによるニュースの並列化
　もう一つ，ヤフトピがもたらした大きな変化とし

て挙げられるのはニュースの並列化である。マスメ

ディアが発信するものだったニュースは，インター

ネットの登場以降，個人やフリーのジャーナリスト

がブログなど通じて行う発信もニュースとして影響

力を持ち始める。

　2008年，ライブドアニュースが，トップニュース

としてブログの掲載を始め，2012年にはヤフーニュ

ースも「Yahoo! ニュース個人」のサービスを開始す

る。ヤフーニュース側が選定した書き手が書いた記

事が，ヤフーニュースとして発信され，ヤフトピに

も掲載されるようになる。2012年に始まった同サー

ビスは，2016年には月間 1 億5,000万 PV を達成27）。

朝日新聞デジタルの月間 PV が約 2 億 PV であり，

「Yahoo! ニュース 個人」の月間 1 億5,000万 PV は，既

存の大手ニュースメディアのサイトと並ぶ影響力を

持っているといえる28）。ニュース個人として記事を

執筆する書き手が，「何が魅力かと言えば，拡散性が

高いことです。今年私が書いた記事で一番読まれた

ものは， 9 カ月累計で167万 PV に達しました」29），

「これまで40本の記事で PV は2,000万を超え，一つ

の記事がSNSで 2 万以上シェアされることも」30）と

述べるように，ヤフーニュースに掲載されることで

多くの読者を獲得する可能性があり，ヤフトピに掲

載されれば，その母数は飛躍的に高まる。

　また，モデルプレスのように広報中心のメディア

が，著名人のテレビやソーシャルメディアの発言な

どを記事化し，ヤフーニュースにも掲載されるよう

になってきている。ヤフトピ上では掲載元メディア

は表示されず，個別記事のページでも，媒体名が右

上に表示されるだけで，どの記事も扱いは同じであ

る。個人や広報メディアの記事も，既存のニュース

メディアと並んで一記事として扱われ，稼いだ PV

数に応じて広告収益が支払われる。影響力，収益の

両面で，発信元に関係なくニュースが並列化される

仕組みを2010年代にヤフーニュースは確立した。

4 ．ヤフーニュースが既存メディアに与えた変化

　ヤフーニュースがネットニュースの市場を寡占し，

ネットニュースの代表とみなされるようになること

で，ニュースを生産・発信してきた既存のニュース

メディアとの関係はどのように変化したか。活字ニ

ュースメディアのネット進出とニュースプラットフ

ォームの台頭が，「ニュース」を巡る生産，発信，収

益構造に与えた変化について考察する。

4 - 1 ．大衆的認知を獲得したヤフトピ
　ヤフーニュースのトップに掲載されることは，「ヤ

日本型ニュースプラットフォームによる「ニュース支配」（松村菜摘子）
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フトピに載る」「ヤフーニュースになる」といった言

い方で，大きな話題になること，大きなニュースと

して取り上げられることを指す言葉として使われる。

例えば，ブログに書いた内容が記事化されヤフート

ピックスに載った際に，タレントが「思っていた以

上に，ヤフトピの影響の大きさに，びびっています」

（2007年）と答え，アイドルは自身がソーシャルメデ

ィアに投稿した内容が「Yahoo! トップ（ニュース）

になってる」（2010年）ことを話題にしている。テレ

ビ放送のなかでも今回のゲストが特別だということ

を示すために，番組 MC が「Yahoo! ニュースとか出

るだろうな。よく引き受けてくれたと思う」（2024

年）とコメントしている31）。このように，2000年代

半ばごろから，ヤフトピに掲載されることがトップ

ニュースになる意味で表現され，認識されていたこ

とがわかる。

　NHK の E テレにおいても，ヤフーニュースはネ

ットニュース業界トップとして扱われ，メディア教

育の題材となっている。メディア・リテラシーに関

わる教育番組として，小学校高学年から中学生向け

に作られた「メディアタイムズ」（2017～）の番組内

で，ネットニュースに関する話題でヤフーニュース

が度々取材されている。ヤフーニュースがネットニ

ュースの仕組みを紹介する代表として取り上げられ，

トップニュースとして扱うニュースの選び方が紹介

される。また，コメント欄は，「ニュースをみんなが

どう受け止めているか，どんな意見や考え方を持っ

ているのか分かるように」するための機能として好

意的に紹介されている。

4 - 2 ．�ニュースプラットフォーム優位がもたらす
報道価値の変容

　上述のように，ヤフーニュースは，市場寡占によ

る高い収益性だけでなく，高い知名度を誇る。この

高い知名度と市場寡占はより既存のニュースメディ

アと非対称な関係を生み出している。

（1）．ヤフトピを目指す
　ネット発のニュースメディアは，元からニュース

プラットフォームへの依存度が高い。インターネッ

ト新聞を運営しており『ヤフートピックスを狙え』

（2010）の著者である菅野夕霧は，ヤフートピックス

に掲載された反響は「衝撃に近いもの」があり，そ

の興奮は筆舌に尽くしがたく，「ニュース記事を書く

側にとっても，とてつもない『やりがい』を与えて

くれる存在」だとしている（ 8 ）。2006年に開設され

たネットニュースメディアの J-CAST ニュースは，

ブログなどにコメントが殺到して炎上したことをよ

く記事化することから，「炎上メディア」と批判され

た。元朝日新聞記者で，アエラ編集長を務めたこと

もあった発行人の蜷川真夫は，J-CAST の主要な収

入源は，ポータルサイトなどへの配信料と広告であ

り，「ヤフートピックスに載れば，ページビューが増

え，広告収入がふくらむ」ため，経費をかけずに，ニ

ュースプラットフォームのトップニュースに載せ，

高収益を目指したと語る。ネット発のメディアを運

営し，メディアコンサルタントでもある境治は，「今

は『Yahoo!』が各メディアの広告収入を左右するほ

ど強力で，僕らも『ヤフトピ』に載るかどうかをつ

い考えてしま」う，「既存メディアには質の高いコン

テンツを作り続けてほしい。ネットメディアに『そ

んな作り方はダメ』と戒めてほしい」と語り，その

大きくなりすぎた影響力を懸念している32）。このよ

うに，ネット発のニュースメディアは，ニュースプ

ラットフォームが作り出した広告費を稼ぐためのニ

ュース生産・発信の構造に，深く埋め込まれている

といえる。

　直接取材をせず，注目を集めそうな，または炎上

を呼びそうな著名人の発言をテレビの放送やソーシ

ャルメディアの投稿などから引用してネット記事化

し，PV 数を稼いで広告収入を得ようとするネット

ニュースの手法は，コタツに居ても書ける「コタツ

記事」として既存のニュースメディアから批判され，

時に侮蔑的に扱われてきた。だが，こうしたネット

広告収入を見込んだビジネスは，ネットメディアだ

けでなく，ニュースプラットフォームに多くの記事

を配信している既存のニュースメディアにも波及し
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ている。それが如実に現れているのは，スポーツ紙

記事のコタツ記事化である。

　ヤフーニュースのトップ 8 本「トピックス」に採

用されることを目指し，多くのスポーツ紙が記事を

配信している。注目度が高い記者会見やスキャンダ

ルがあったときなどは，競うようにスポーツ紙のネ

ット記事が配信される。なぜなら，「トピックス」に

載れば，「瞬間にページビュー（PV）が跳ね上がり」，

「記事に付けた関連記事のリンクから，自社サイトに

呼び込める。だから，ヤフーへの配信は『麻薬』（編

集幹部）」だという33）。この背景には，スポーツ紙

全体の売上が，2000年の630万部から2019年には300

万部を切り，スポーツ紙の収入が10年で半減してい

ることがある。あるスポーツ紙幹部は東京新聞の取

材に対し「最初は『こたつ記事』はやらないはずだ

った。でもこれほど読まれるんだから，やらない手

はないでしょう」と述べる34）。

　PV 数を稼ぐスポーツ紙のコタツ記事化は新たな

批判を呼び起こしている。若年女性の支援団体

「Colabo」代表である仁藤氏が，2022年 7 月に安倍晋

三元首相の殺害事件を受けてツイッターに投稿した

内容に対し，デイリースポーツ社が運営するウェブ

メディア「よろず〜ニュース」に，「射殺された安倍

氏は〝自業自得〟と主張　参院選での『女性の権利』

軽視にも怒り」という見出しで，ほぼツイート全文

を引用する形で記事化した。仁藤氏は「自業自得」

とは記述していないにも関わらず，「自業自得」と本

人が述べたかのようなタイトルをつけた。内容とは

異なる煽情的な見出しで読者の興味を引き出しクリ

ックさせようとする「クリックベイト」の手法であ

る。この問題は，裁判にまで発展し，東京地裁は仁

藤氏の名誉毀損の訴えを認め，デイリースポーツ社

に賠償を命じる判決を言い渡した35）。

　ヤフーニュースに主要なメディア企業の記事が掲

載され，ビジネスとして確立した2000年代以降，収

益構造上も，トップニュースを争うという意味でも，

二重の意味でニュースプラットフォームの論理の下

でニュースを生産・発信せざるを得ない状況に陥っ

ている。部数減少が激しい週刊誌やスポーツ紙は，よ

りこうした仕組みに飛びつきやすい状況にある。そ

して，マスメディア全体の影響力が落ち，新聞全体

の売上が落ち込むなか，このニュースプラットフォ

ームの論理は，大手のニュースメディアにも波及し

ていくことが予想される36）。

（2）．見出しの編集権を失う
　記事の傾向だけでなく，記事の見出しや掲載基準

に関しても，プラットフォーム側は強い影響力を持

つ。第 3 章 2 節で述べたように，ヤフーニュース編

集部は，ヤフートピックスに掲載する際に，配信さ

れてきた記事の「見出し」を編集する。グーグルニ

ュースや，別法人ではあるが欧米の Yahoo!News で

は，記事タイトルが発信元のニュースからそのまま

引用され，同タイトルで掲載される傾向にある37）。

だが，日本のヤフーニュースは，既存のニュースメ

ディアが付けたタイトルを改編して掲載する。ヤフ

ーニュース編集長だった奥村は，13文字への見出し

改編の理由を，見やすさ以外に，13文字にする過程

で「余計な情報が削ぎ落され，何が重要なのかが非

常に明確になる」ことを挙げる。「もともとの記事や

文章の要点を抽出」するための重要な作業なのだと

いう（奥村，2010: 74）。そもそも記事の見出しは，そ

の記事の要点を抽出し意図を伝えるため，記事を執

筆した側のニュースメディアが付ける。新聞社では，

構成を担当する整理部や編集局によって記事の見出

しは，慎重に意図をもって決められてきた。だが，プ

ラットフォームの論理が優先され，取材もその記事

の編集過程も知らないヤフーニュース側が改編する

ことが可能となっている38）。

　ヤフーが炎上を煽る，または本来の記事内容とは

異なるタイトルを付けた場合，ニュースメディア側

が，異議申し立てや訂正を協議できるような体制に

なっているのだろうか。この非対称な力関係のなか

でそうした交渉は可能なのだろうか。ニュースの編

集権を脅かすような状況が慣例化しているが，既存

のニュースメディア側から明確な反対や不満は表明

されていない。そして，このヤフーニュースの方式
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は，ライブドアニュース，Line ニュースなどその他

の大手ニュースプラットフォームでも応用され，日

本独自のネットニュースの慣例を作り上げている。

（3）．並列化されるニュースメディア
　ニュースプラットフォームの隆盛により，インタ

ーネット上の記事は横並びで消費される時代になっ

た。かつては，同じ「ニュース」を扱う活字メディ

アであっても，全国紙，週刊誌，スポーツ紙は別文

脈で扱われ，読まれていた。だが，ネット上のニュ

ース消費を寡占するニュースプラットフォーム上で

は，既存のニュースメディア間の並列化に加え，新

興のネットニュースメディア，フリーのジャーナリ

ストや専門家による個人の発信とも並列化され，消

費されるようになっている。マスメディアが元々持

っていた収益源が減少傾向にあり，今後ますますイ

ンターネットをとおしたニュース消費が拡大してい

くことが見込まれるなか，全国紙や主要テレビ局も

主要なニュースプラットフォームの影響力とその論

理を無視しがたい39）。

　これは，単にプラットフォーム上で他メディアと

競争しなければならないという変化だけでなく，ニ

ュース発信元に応じたニュースの格付けや信頼性の

序列をも崩す可能性がある。人々は，ニュースプラ

ットフォーム上でニュースを見るとき，どれだけ媒

体元や，個人の発信かどうかを意識し，区別してニ

ュースを消費しているだろうか。媒体元が意識され

ずに読まれるようになればなるほど，全国紙だから，

キー局のテレビだからといった，媒体の信頼性に寄

ったニュース消費の形態は期待しづらくなっていく

のである。

4 - 3 ．既存のニュースメディアの苦境
　ニュースプラットフォームが市場を拡大していっ

た2000年代以降，既存のニュースメディアはどのよ

うな状況にあったか。1980年代から1990年代，売上

が伸び続けていた新聞と雑誌は，2000年代以降は冬

の時代を迎える。1990年代後半には，雑誌の推定販

売金額は 1 兆5,000億ほどあったが，2010年には 3 割

減り約 1 兆円，2020年には約5,000億円とさらに半減

している。新聞は，1990年代半ばには総売上が約 2

兆5,000億円あったが，2010年には 1 兆9,000億と約

24% の減少，2020年には 1 兆4,000億となり，2010年

から見て約24% も減少している40）。新聞・雑誌に比

べ，テレビを含む放送事業の市場規模は2000年代か

ら2020年代にかけて大きく変わってはいないが，広

告部門においてはインターネットの隆盛が明確であ

る。2009年には，インターネット広告費が，新聞の

広告費を抜き，2019年にはついにテレビの広告費を

抜いた。このように既存のニュースメディアのビジ

ネスが陰りを見せ，新たに収益を得る方法や読者の

獲得を迫られるなか，ネット企業の開発したニュー

スプラットフォームの仕組みやそこでの発信を無視

できなくなっていったといえる。

　ヤフトピが大衆性を得て，人びとが認めるトップ

ニュースの指標となっていくなかで，既存のニュー

スメディアがこれまで持っていたニュース生産や発

信の基準にも影響を及ぼした。トップニュースは全

国紙の一面ではなく，ニュースプラットフォームの

トップに掲載されることを意味し，同業者や読者に

評価される記事ではなく，多くの PV 数が稼げる記

事がトップニュースの基準となっていく。また，ニ

ュースプラットフォームの土壌に乗り，その論理に

従うことで，編集への圧力や非ニュースメディアと

の並列化に抵抗することも難しくなっていく。さら

に既存の活字ニュースメディアが持っていた読者か

らの購読料という収入源が縮小し，広告収入もイン

ターネットが主流となっていくなかで，既存のニュ

ースメディアが従属的になる状況は強化される。

おわりに

　本研究は，2000年代から2010年代にわたって「ヤ

フーニュース」を分析することで，初期参入に成功

したプラットフォームが市場を寡占し，その後の競

争が働きづらくなるプラットフォーム支配の問題が，

日本のニュースプラットフォームでも同様に起きて
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いること，ヤフーニュースが優位を維持し続け，競

争が働きづらい状況が生み出されていることで，ニ

ュースの生産や流通にまで広く影響力を及ぼしてい

ることを指摘してきた。インターネットにおける日

本のニュース生産・流通は，少なくとも三つの点で

プラットフォーム側が優位を保ち，ニュース支配の

駆動を可能にしている。

　 1 つ目は，プラットフォーム側がニュースの編集

に影響を及ぼしていることである。どのニュースを

トップニュースとして扱い，重視するかを決め，直

接取材を行い一定程度の質を保った記事を掲載する

といった，かつて新聞などの既存ニュースメディア

が持っていたニュースの生産や発信に関する基準は，

ニュースプラットフォームへの掲載が常態化するこ

とで制限を受ける。取材に資源を投入し，記事を生

産し，記事掲載されたメディア（媒体）を販売する

という直接販売のモデルが崩れつつある状況で，収

入源が心もとないメディアほど，アテンション・エ

コノミーが駆動する構造に飲み込まれる。

　 2 つ目は，インターネット広告市場の寡占と，そ

れに伴うユーザーデータの寡占である。2023年 9 月，

公正取引委員会は，ヤフーニュースなどの一部のニ

ュースプラットフォームは，記事使用料の算定根拠

が不透明であり，ニュース配信の優先的立場を乱用

していると指摘した。また2024年 4 月に，Google が

検索エンジンの技術で優位な立場を利用し，ヤフー

に広告事業をやめるよう迫り，必要な広告技術の提

供をやめ，ヤフーが広告収入を得る機会を制限した

ことも指摘している41）。これらの指摘からもわかる

ように，広告市場の寡占は，プラットフォーム側に

有利な広告契約条件を固定化させる。流通経路を握

ることは，どのようなニュースが，どの層にどれだ

け読まれているのか，また読まれるニュース同士の

関連性など，ニュースにまつわるニーズをプラット

フォーム側が占有することに繋がる。そして，それ

らの情報が適切に利用されているかは不明確なまま

である。

　 3 つ目は，ニュースプラットフォームがニュース

拡散に対して圧倒的訴求力を持ち，特に日本ではヤ

フーニュースが一強であることで，競争による修正

原理が働いていない点である。既存のニュースメデ

ィアが業界として組織して対応する動きは見られず，

広告収入がニュースメディアの収益として大きな割

合を占めるほど，プラットフォーム側の力はさらに

強まり，批判することを難しくする。このように，重

要ニュースの価値付け，読者のニーズや情報，そし

て圧倒的な読者母数による競争の停滞が，ヤフーの

ニュース支配を支えている。

　本研究で見てきたように，日本のニュースプラッ

トフォーム市場は，ヤフーニュースがトップニュー

スサイトとして影響力を維持し続けた。ヤフーは検

索エンジンや広告ネットワーク全体では Google の

競争に負けたが，ニュースサイトとしての「主役」

の座を保ち，ニュース分野においては圧倒的な地位

を維持し続けた。このニュース生産と流通を巡る独

自の「生態系」を理解することなしには，日本にお

けるインターネット上のニュース市場やその環境が

持つ課題に迫ることは難しい。こうした日本の特有

の生態系とニュースプラットフォームが生み出した

構造変化を観察し，明らかにすることは，ニュース

の価値，ニュースの生産・流通の方法，ニュース生

産に必要な人的・経済資源をどのように維持してい

くのかといった現代のジャーナリズムを考えるため

に重要である。

注
1 ）		  2024年 5 月に「プロバイダ責任制限法」を改正

し，「情報流通プラットフォーム対処法」（以下，情
プラ法）が制定されたが，十分とは言えない。EU
の DSA は，明白な違法コンテンツを頻繁に投稿
する利用者に対するサービス提供停止義務など，
違法コンテンツへの対策や未成年者の保護措置等
を行うことを求めている。それに対し，情プラ法
は，大規模プラットフォーム事業者に対し，違法・
有害情報の削除に関する対応の迅速化とその運用
状況の透明化を新たに義務付けたのみである。

2 ）		  総務省が行った「メディア利用調査」（2012年
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度）では，情報源としての重要度は，テレビが90.2
％，新聞が72.3％を占めており，インターネット
は60.3％だった。対して，2022年の調査では，テ
レビ82.3％，インターネット77.8％，新聞45.5％と
新聞は逆転され，テレビもインターネットが抜き
去ろうとしている。

3 ）		  ICT 総研の「モバイルニュースアプリ市場動向
調査」（2021年12月）において，主に利用されてい
るポータル系ニュースアプリは，ヤフーニュース
が63.5％で 1 位だった。マイボスコムの「スマー
トフォンのニュースアプリに関するアンケート調
査」（2015年 8 月）でも，「直近 1 年間に利用した
ニュースアプリ」は，「Yahoo! ニュース」（61.4％）
が最も多かった。

4 ）		  事実確認のため，2000年代から IT 関連掲載を
し て お り， 現 在 も サ イ ト が 継 続 さ れ て い る

『Internet Watch』『All About』『IT Media News』
なども適宜参照している。

5 ）		  詳細は Yahoo! JAPAN「プレスリリース」参照。
6 ）		  ヤフー全体の月間総 PV 数は480億2,300万（ニ

ールセンのウェブサイト視聴率データ）。
7 ）		  『インタネット白書』（2010, 2013-2014）より。
8 ）		  『インターネット白書』（2008）より。
9 ）		  2008年 5 月にマイボイスコムが行った「ニュー

スサイトに関する調査」によると，最も多く利用
するニュースサイトは「Yahoo! ニュース」（62.4
％）がトップ。「Infoseek ニュース」（5.9％），「ア
サヒ・コム」（5.2％），「日経ネット」（4.3％）らを
大きく引き離している。

10）		  藤代，2017: 21,「2/2 Yahoo!BB がモデムをばら
まき？［節約］All About」（https://allabout.co.jp/
gm/gc/48208/2/）（参照 2024-09-18），「リビング
＋：Yahoo！BB，296万回線に　～決算も発表，そ
の中身は」（https://www.itmedia.co.jp/broad�
band/0308/08/lp24.html）（参照 2024-09-18）を
参照。

11）		  『Yahoo!BB 公式ガイド』（2001）より。
12）		  Yahoo！メールがタダで容量拡張する理由 - 

ITmedia NEWS（https://www.itmedia.co.jp/
news/articles/0410/14/news060.html）（ 参 照 
2024-09-18）．

13）		  「行動ターゲティング広告のサービス拡充につ

いて」ヤフー株式会社（https://www.lycorp.co.jp/
news/archive/Y/ja/ja20070626_A.pdf）（ 参 照 
2024-09-18）．

14）		  2007年 1 月25日 朝日新聞・朝刊「ニュース提供，
広告料を配分　ヤフー，配信増狙い」。

15）		  「2007年 7 月ディスプレイ広告のリニューアル
とアド・ネットワークの強化について」（ヤフー株
式 会 社 ）（https://www.lycorp.co.jp/news/
archive/Y/ja/ja20070731_A.pdf）（参照 2024-09-
18）．

16）		  2006年で，ヤフーの広告事業売上高は約848億円，
電通が予測した2006年の国内のネット広告費は約
3,650億円で，単純計算では，ヤフーはその 2 割強
を占める存在となっている（2007年 1 月25日 朝日
新聞・朝刊「ニュース提供，広告料を配分　ヤフ
ー，配信増狙い」）。

17）		  Google は，グーグルニュースを公益還元の事業
として利益化していないと主張するが，2021年か
ら「Google ニュース ショーケース」という新た
なサービスを開始した。ニュース提供元が，表示
する記事を選べるサービスを導入し，「おすすめの
ニュース提供元」という形で，記事タイトルを掲
載し，Google 側が利用料を支払う。ただし，サイ
ト下部に位置し，スクロールしないと表示されず，
表示スペースもトップニュースと比べると小さい。

18）		  アメリカのランキングでは，Fox News（14％），
Local TV news online（14％），NBC/MSNBC 
News online（13％），Washington Post online（12
％）と続く。トップ10の内， 8 割は既存の大手メ
ディアのニュースサイトである。

19）		  公正取引委員会の報告書（2023）でも，ニュー
スメディア事業者の 4 割が，ニュースプラットフ
ォームが支払うニュースコンテンツの利用許諾料
に不満を持つが，プラットフォーム側に対する具
体的な交渉材料を持たない現状が指摘されている。

20）		  「au とソフトバンクが躍進─11月契約者数」
ITmedia Mobile（https://www.itmedia.co.jp/
mobile/articles/0612/07/news080.html）（参照 
2024-09-18）．

21）		  「ヤフー！プレミアム会員」は，スマホ契約者の
伸びも手伝い，2012年10～12月期には新規加入者
数が同 7 ～ 9 月期の 4 倍強に増加した（2013年 3
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月21日 日経新聞・朝刊「進化するヤフー（下）ソ
フトバンクと協業深まる─利益倍増へ営業力磨
く」）。

22）		  2020年 4 月のニールセンの調査によれば，総合
ニュースカテゴリーの月間のアクティブユーザー
数トップ 5 は，ヤフーニュース（約6, 700万人），ス
マートニュース（約2,100万人），朝日新聞デジタ
ル（約2,000万人），日本経済新聞（約1,400万人），
グノシー（約1,300万人）である。

23）		  ここ数年ヤフーは，2021年にヤフートピックス
の文字数を最大14.5文字，2022年最大15.5文字へ変
更しているが，「13文字」で運営された期間が長い
ため，本研究では「13文字」として扱う。

24）		  2017年12月26日「Yahoo! ニュースにあふれるヘ
イトコメント─荒れに荒れた『保守速報に賠償命
令』記事（松谷創一郎）」（https://news.yahoo.co.jp/
expert/articles/a40ab6e92947c312906f9c5e30694
21543a0a50a）（参照 2024-09-18）．

25）		  ヤフコメの PV も収入に加算され，コメント欄
がないことが記事発信元の収入減につながると指
摘される（2023年10月31日 朝日新聞・朝刊「ヤフ
ーとメディア：上　消えた特定のヤフコメ欄，説
明なし」）。

26）		  順に，『週刊文春』2024年 4 月18日号：122-123，
『週刊朝日』2021年 8 月20-27日号：128-129.

27）		  「500人の専門家の発見と言論が社会を動かす─
『Yahoo! ニュース 個人』 5 年間の軌跡」（https://
news.yahoo.co.jp/newshack/inside/bylines_
quinquennial.html）（参照 2024-09-18），「『もっと
届ける』『もっと身近に』『もっと役立つ』─『Yahoo!
ニュース 個人』オーサーカンファレンス2016を開
催」（https://news.yahoo.co.jp/newshack/info/
kojin_2016.html）（参照 2024-09-18）．

28）		  『朝日新聞　総合デジタルメディアガイド
（2021）』（https://www.asahi.com/ads/guide/doc/
file/idmg/asahi_digital_media.pdf）（参照 2024-
09-18）．

29）		  「『Yahoo! ニュース個人』は既存のメディアから
筆者と読者を奪うか」（https://news.yahoo.co.jp/
expert/articles/713c6de426f37630b96f61d7d763c
b42889a3b22）（参照 2024-09-18）．

30）		  「伝える，その先にあるもの ─湯浅誠氏の発

信と10年」（https://www.advertimes.com/2017�
1027/article259624/2/）（参照 2024-09-18）．

31）		  本文記載順に引用を示す。釈由美子は自身のブ
ログ『Shaku Diary』（2007年12月 9 日）で投稿，
当時 AKB48のメンバーだった小嶋陽菜が2010年
7 月10日のコンサート内で発言（https://www.
oricon.co.jp/news/78044/full/）（参照 2024-12-
10），2024年 3 月10日放送，フジテレビ『だれか  
to なかい』内で司会の中居正広による発言。

32）		  産経新聞2016年 5 月12日「SMAP，ベッキー問
題より深刻？『調べず平気で書く』既存メディア，
週刊文春が特別に見える危険」（https://www.
sankei.com/article/20160512-4VO3VQBJ4NKNN�
GWS247SIGXYZM/2/）（参照 2024-09-18）．

33）		  東京新聞2020年 7 月 6 日「『ヤフーに罪はない』　
巨大プラットフォームと伝統メディアの愛憎劇　
デジタルメディアの現在地（1）」（https://www.
tokyo-np.co.jp/article/40293）（参照 2024-09-18）．

34）		  同上。
35）		  「仁藤夢乃さんの発言「まとめ記事」でデイリー

スポーツに賠償命令「安倍氏は〝自業自得〟」の見
出 し は「 名 誉 毀 損 」 と 認 定2024年01月24日 」

（https://www.bengo4.com/c_18/n_17095/）（参照 
2024-09-18）．

36）		  例えば，「毎日新聞デジタル」サイトの「エン
タ・ボックス」というコーナーで，2024年10月か
ら，独自取材を行わず，芸能人のソーシャルメデ
ィア投稿や放送での発言を元に作成された記事が
何十本も記事化された。なかには芸能人本人のア
カウントかの情報確認さえ不十分な記事もあり，
問題となった。PV 数を基準とした市場の論理が，
全国紙の新聞にも派生している一例と言えよう。

37）		  2024年 9 月時点で，フランスとアメリカは，
Yahoo!News と Google News ともに，基本的には
元記事のタイトルを使用，または途中まで記載す
る形式を取っている。イギリスやカナダでも，日
本のヤフーニュースのように全面的にタイトルを
再編集する設計は見られない。

38）		  2022年初め，NEWS ポストセブン，週刊女性，
東京スポーツのヤフーニュース掲載記事でコメン
ト欄が閉鎖された。理由は明らかにされていない
が，「記事につくヤフコメの PV も収入に加算さ

日本型ニュースプラットフォームによる「ニュース支配」（松村菜摘子）
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れ」「『他人の考え』が探れるコメント欄への利用
者の関心は高く，ヤフコメがなくなれば収入も減
ってしまう」ため，出稿するニュースメディアに
とって痛い措置だという。ヤフーがニュースメデ
ィア側をコントロールしようとしているのではな
いかと懸念を抱く声もある（2023年10月31日 朝日
新聞・朝刊「（けいざい＋）ヤフーとメディア：上　
消えた特定のヤフコメ欄，説明なし」）。

39）		  見出しの編集権だけでなく，記事の発信に関し
ても自由度が狭まっているとの指摘もある。ヤフ
ーニュースからの記事の修正依頼が増えており，
ガイドライン違反を理由として「削除の意向」が
あるかを尋ねられ，ヤフーニュースとの力関係を
考えると実質的な削除命令であり，従うしかない
のが現状だという（2023年11月 1 日 朝日新聞・朝
刊「（けいざい＋）ヤフーとメディア：下　ルール
はすべてＰＦ『我々は傭兵』」）。

40）		  『出版指標年報』（2022），『日本新聞年鑑』（2001, 
2012, 2023）参照。

41）		  2010年にヤフーと Google が検索エンジンに関
するシステムやアドネットワークの提携を発表し
た際に既に，ライバル企業から競争原理が働かな
くなることへの懸念が出ていた。公正取引委員会
は，この指摘に対し，注意深く見守るとしていた
が，結局十分な検証がなされないまま，Google が
優越的地位を利用することを許す結果となった。
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The Domination of News by Japanese Platforms: 
A Historical Media Analysis of the Influence of Yahoo! News

MATSUMURA Natsukoⅰ

Abstract : In the modern era, reading news through digital platforms has become a dominant form of 

consumption. The emergence of these platforms fundamentally alters the dynamics of news production, 

distribution, and consumption. This study investigates the structural changes in Japan’s news media 

industry due to the rise of platforms, focusing specifically on Yahoo News, one of Japan’s most widely used 

sources. Through a historical analysis of Yahoo News from the 2000s to the 2010s, this study explores how 

the environment surrounding news has evolved and examines the major transformations that have 

emerged. The findings demonstrate that news platforms are designed to attract user attention through 

shortened, re-edited headlines, and interactive comment sections. These designs contribute to the 

parallelization of news, placing content from traditional media, emerging online sources, and individual 

journalists side-by-side. In this evolving media landscape, platforms such as Yahoo News have maintained 

a competitive edge at three points. First, they established an environment in which they exerted 

significant influence over the editing and valuation of news. The standards for news production once 

upheld by traditional media are constrained by the routine presence of news on digital platforms. Second, 

they dominate the online advertising market, establishing a nearmonopoly on both revenue and user data, 

further strengthening their control over the digital news space. Third, the vast user base of these 

platforms has led to stagnation in competition as traditional outlets struggle to match their scale and 

reach. This research highlights the profound impact of digital news platforms on Japan’s media 

environment, concentrating control over the flow of information and altering the dynamics of news 

production and consumption.
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